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ビジネスレポーティングの青写真
ICAS の提案—
俺倉淳史
はじめに
インターネットに代表されるような情報技術の発展は企業の情報開示に
大きな影響を及ぼしている。企業は強制的あるいは公的な開示以外に，任
意の投資家に対する広報 (InvestorRelation: IR)の一環として，そのホ
ームページで製品等に関する情報， リクルート情報等のその企業自体の情
報を積極的に開示しているが，その企業自体の情報の中で財務情報を提供
しているケースが非常な勢いで増加している。たとえば，各社のホームペ
ージにおける「株主（投資家）の皆様へ」といった情報がこれに該当する。
この任意の情報開示に関しては，その開示する情報に関する基準等は任
意であるがために，それぞれの企業の自由に任されているのが現状である。
とくに，インターネットを利用したこのような任意の情報開示内容につい
てその枠組みを与えようとする研究が進められている。この契機となった
ものが，アメリカではジェンキンス・レポートであるとされている！）。また，
国際会計基準委員会 (InternationalAccounting Standards Committee: 
IASC)がその討議資料「インターネットにおけるビジネスレポーティング
1) AICP A, Special Committee on Financial Reporting, Improving Business 
Reporting―A Customer Focus, AICPA, 1994 
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(Business Reporting on the Internet)」を公表している丸
また，イギリスにおいても，スコットランド勅許会計士協会(Instituteof 
Chartered Accountant in Scotland: ICAS)から，同様のテーマを検討し
た「ビジネスレポーティング：不可避な変更 (BusinessReporting: The 
Inevitable Change?)」（以下では，「報告書」とする）が1999年に公表され
ている丸筆者はこの「報告書」のうち，利用者の情報要求の調査に関する
部分を既に紹介しているが，本稿は，この「報告書」の概略を紹介し検討
することをその目的とする丸
2 イギリスのビジネスレポーティングの現状と利用者・
会社間のコミュニケーションの問題点
「報告書」は，イギリスにおけるインターネットやその他の情報技術の
発展を財務情報開示との関わりで取り上げ，次のように述べている丸
イギリスの多くの企業は企業自体のウェブサイトを有しており，その中
には財務情報が多く含まれている。 1996年には上場会社30社（うち25社は
FTSE-100の会社）が財務及ぴその関連情報を開示するためのサイトを有
していた。このうち 9社は完全なアニュアルレポートを， 2社は要約財務
諸表を公表していたが， 1社は両方の財務諸表を公表していた。 7社は損
益計算書を， 3社は貸借対照表を， 1社がキャッシュフロー計算書を提供
していた。 20社が新聞に掲載されたものと同一のものを， 7社は環境報告
書を公表していた。
2) IASC, Discussion Paper, Business Rゆortingon the Internet, 1999. これについ
ては，河崎照行「ビジネスレポーティングと情報技術」『甲南経営研究』第40巻第3.
4号参照。
3) Vivien Beattie (ed.), Business Rゅorting:The Inevitable Change?, ICAS, 1999 
4)拙稿「ビジネスレポーティングと利用者の情報要求―-ICASの調査を中心とし
て一」『経済システム改革と企業II』（経済政治研究所研究双書第127号）2002年3月
5) Vivien Beattie (ed.), op.cit., pp.8-9 
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さらに．その 1年後にはFTSE-100社のうち52社がいくつかの様式の財
務情報を開示するようになったことをあげて，この領域の急激な発展を指
摘している。しかし，このようなインターネットによる情報開示には規制
が存在せず，その公表された財務情報が誤りであった場合に，種々の問題
が発生することを指摘している。
また，「報告書」は財務報告の目的が情報利用者の情報要求を満たすこと
であることを指摘した上で，ピジネスレポーティングの期待とその情報利
用者との間の期待のギャップが存在することを認め，次のような説明をし
ている 6)。
伝統的な財務報告モデルに対しては，近年，種々の改善が行なわれてき
たが（非財務的情報そして将来的情報を提供することになった「営業活動
及び財務活動の検討(Operatingand Financial Review: OFR)」の導入），
知的資産やプランドのようなソフトな資産は報告されてこなかったし，一
般的な事業リスクは捕捉されない。ステイクホルダーは会社が急激に変化
した場合に，重要な事象が生じた場合に，即座にその事実を知ることを望
んでいるが，伝統的な財務報告（及びその範囲内での変更）では，利用者の
情報要求を満たすことはできないので，一層の革新的な変化が必要である。
次に，「報告書」は利用者と会社との間のコミュニケーションについてそ
の現状を以下のように指摘している”。会社の情報利用者には異なるグル
ープが存在し，それぞれのグループは異なる情報を要求するが，オーバー
ラップする要求も存在している。このグループのうち，株主は最も重要な
利用者グループであるが，一般に均一の情報を要求するグループとして扱
われている。しかし，株主は私的株主 (privateshareholders)と機関株主
(institutional shareholders)とに大別することができ，私的株主は専門的
知識がほとんどないことが想定され，金融誌のレポート（例えば，要約財
務諸表，中間財務諸表，予備的アナウンス，証券業者のレポート等）が最
6) Ibid., pp.11-12 
7) Ibid., pp.23-34 
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大の参考資料であると考えられ，この株主にとってアニュアルレポートの
有用性は株主がそれを理解可能かどうかに依存している 8)。これに対して，
機関株主は私的株主より以上にアニュアルレポート，財務諸表，個人的イ
ンタビュー，会社のプレゼンテーションを重要視している9)。また，この機
関投資家と同様の傾向を持つものとして投資アナリストをあげることがで
きる。
多くの会社は，強制されるより先に，任意に投資家に対して財務情報の
開示を行ってきたことが，今日まで，イギリスで一般に観察されている。
会社にとっては，そのような開示が自らの利益になることを信じていたか
らである。そして，今日では，更に，規制されるよりより多くの情報を投
資家に提供している。それは一層低い資本コストを求める行動であると共
に，広告効果があると説明されている。
また，会社は種々のグループの人々が混在した会議や一対一の会議を開
催し，情報の提供を行っている。これらの会議は株価に影響を及ぼす未公
表の情報を提供するものとして法規制を受けることになっているが，この
種の会議が会社と株主・アナリスト等との重要なコミュニケーション手段
であることが指摘されている 10)。更に，機関株主に対して行われる公的・私
的な情報の開示はインサイダー取引規制や株価に大きな影響を及ぼす情報
に関する規制に制約されるが，会社の資金調達を容易にし，テイクオーバ
8) Bartlett and Chandlerによれば，私的株主のうち10%のみがアニュアルレポート
を徹底的に， 63%は簡単に読み，そして27%はまったく見ないことを指摘している。
Bartlett and Chandler,'The Corporate Report and Private Shareholder: Lee and 
Tweedie Twenty years on', BガtishAccounting Review, Vol.29 (1997) 
9) Coleman and Ecclesによれば， 20-30%は財務報告が会社の真の価値を伝達す
るために「非常に有用」， 60%は「有用である」であるとしているが， 10-15%は「有
用でない」か「まったく有用でない」としている。 Colemanand Eccles, Pursuing 
Value: Reporting Gap in the United Kingdom, Price Waterhouse, 1997, London 
10) Marston C., Investor Relations: Meeting the Analysts, ICAS, 1996, Edinburgh 
Marstonはこの中で，これらすべての会議が詳細に記録され，証券取引所を経由し
てインターネット上で公開されることを勧告している。
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ーを防御し，会社のイメージを高め，更に，株価を高めることになるとさ
れる叫
このように，会社はこのような会議を資本調達するための手段としてそ
しで情報のフィードバックを受ける機会ととらえるのに対して，アナリス
トはこのような会議を経営者の質にアクセスする機会と捉えることが可能
である。この際に，この会議に参加できない者が情報提供面で不利益を被
っているのか，そしてこの会議が一層透明化されること，具体的にはどの
様な方法で公開されるかが重要な問題となる。これについてはプレゼンテ
ーションを定型化し，公的に利用可能な文書にすることに加えて，議事録
化することが考えられる。
次に，「報告書」は，提供される情報の内容についても検討を行なってい
る12)。利用者の情報の要求は広く研究されているが，一般的には，キャッシ
ュフローと利益がすべての利用者が要求する共通する情報である。これ以
外にも，国家経済との関わりに関する情報，生産市場との関わりに関する
情報，属する産業に関する情報，経営者の質に関する情報，資産の質に関
する情報などがあげられる。これらの情報については既にイギリスのアニ
ュアルレポートの中に記載されているが，「報告書」では一層重要視され，
この点については，次章で再度取り上げることとしたい。
以上検討したことをもとに，「報告書」はイギリスの現在のコミュニケー
ションプロセスを検討するために，現在のプロセスを図 1のようにまとめ
ている。以下では，「報告書」に従ってこの図を簡単に説明しておこう。こ
の図の上半分は作成者の情報の開示に関する選択に関連し，下半分ば情報
利用者の意志決定プロセスに説明している。まず，会社は 2種類の情報を
利用しているが，それらは経営情報システムによって公式に把握されてい
1) Holland J., Corporate Communications with Institutional Shareholders: Private 
Disclosures and Financial Reporting, ICAS, 1997, Edinburgh 
12) Vivien Beattie (ed.), op.cit., pp.28-29 
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図1 会社のコミュニケーションプロセス：情報提供者と利用者
会社
財務及び営業情報の
データベース
戦略的及びその他の
戦術的経営知識
外部のステイクホルダーに対する
コミュニケーションのための会社による
情報サプセットの選択
公的な財務的
コミュニケーション
（強制及び任意の部分）
I 
監査人
保証
特別の利用者との
私的な財務的
コミュニケーション
（選択された）外部ステイクホルダーに利用可能な事業情報のプール
エンドユーザーによるキャッシュフローと利益のドライバーの
検索、選択及び分析、即ち、フィルタリングとテンプレートの利用
フィードバック
記号表：にコ＝情報セット
＜二)=活動
＿~＝情報フロー
利用者
立
（引Il: Vivien Beattie (ed.), Business Reporting: 17、eInevitable Change? 
ICAS, 1999. p. 85より）
る財務及ぴ営業情報（図の左上）と公式にデータバースでは把握されない
戦略的経営知識（図の右上）である。開示をする際に，経営者はこれらの
うちから開示する情報の選択をする。また，外部に開示される情報は，公
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的な開示（アニュアルレポート，中間計算書等）で，強制される部分と任
意の部分から構成される。なお，この公的な開示のみが監査人によってそ
の内容を保証されている。非公式の開示は私的に特別の利用者に対して行
われる開示（例えば，アナリスト及ぴ機関／主要投資家との会議，一対一
の会議，電話による会話等）であり，これらの内容については保証されて
いない。さらに，情報利用者は会社外部の情報ソース（その他のソースー・
一例えば，産業や経済に関する情報）も利用可能である。情報利用者は一
定の方法でこの情報のプールを検索し，その中から自らの意志決定に関連
する情報を選択する。また，利用者は会社（即ち，主たる情報提供者）へ
情報要求内容等をフィードバックすることとなるが，このフィードバック
は私的なコミュニケーション（アナリストと機関／主要投資家との一対一
の会議等）では最も活発である。
作成者が情報を開示する内容を選択する際に，会社の情報データベース
の内容とそれに対するアクセスの関係を強調すると図 2のようになる。第
図2 階層化された会社の情報ピラミッド：内容とアクセス
外部利用者アクセス： 境界を定める主体：
完全
--------------ー＿―-規制
完全 2. 任意の公的開示
---------ー＿―-会社
3. 選択された私的開示：
特権を有するIアナリスト及び主要投資家との会議、
利用者のみ 一対一の会議、サイト訪問
（規制が内容のパラメーターを決定する）
——会社
なし 4. 開示されない私的情報
（引/ti: Vivien Beattie (ed.), Business Repけ ting:17ze bzeりitableChange? 
ICAS, 199. p. 33より）
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1の層は強制的な公的開示であり，外部の利用者によって自由にアクセス
が可能で，第2の層との境界は規制が存在するか否かである。第2の層は，
外部の利用者によってアクセスが可能である，会社による任意の公的な開
示の部分である。第3の層は，会社によって選択された私的開示の部分で
あり，追加的情報として特権を有する利用者のみが利用可能となる。第4
の層は開示されない私的情報の部分で，これは経営者によって秘密にされ
ている情報等である。
3 調査の概要
「報告書」は次の4つのテーマが重要であることを指摘したうえで，ょ
り現実的な情報提供が行われるために作成者及び利用者に質問票に対する
回答を求める調査を行っている。
● 会社の情報フローの循環的性格
● ―対一の会議の望ましさとその価値
● 情報過剰の存在とそれを克服するための戦略
● ビジネス情報の信頼の創出と維持
調査は質問票に対する回答の形式で行われ， 1998年4月に， ICASの会長
の挨拶文と共に308通が各関係先に送付された，半分にあたる154通の回答
が得られた。送付された各グループと回答は以下のようになっている。
なお，質問票はその回答者の性格に応じて，財務報告の利用者，そして
財務報告の作成者・監査人で質問の内容が若干異なっている。
また，専門家及び非専門家のそれぞれのグループに適切に質問票が渡る
ように配慮され，例えば， 6つの銀行にはそれぞれ適切なスタッフに渡さ
れるようにそれぞれ6通（合計36通）が，主要な会計事務所に対してはイ
ギリスでの上場企業の監査を担当しているパートナーに質問票が配布され
ている。更に，財務担当取締役については， FT500にあげられている上位
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表 1 サンプルのグループと回答率
サンプル数 回答数 ％ 
利用者グループ：債権者（銀行） 36 21 58 
ファンドマネージャー 60 29 48 
投資アナリスト 62 19 31 
小株主 30 14 47 
小計 188 83 44 
作成者： 財務担当取締役 60 29 48 
監査人 60 42 70 
合計 308 154 50 
（引用： Vivien Beattie (ed.), Business Reporting: The Inevitable Change? 
ICAS, 1999, p.38より）
350杜の財務担当取締役の中からサンプルを抽出し，質問票が送付されてい
る。加えて，電話による追跡調査が行われている。
以下では， ICASの提案の根拠となっている調査の結果の概要を示して
おく 13)。
(1)会社の情報フローのサイクルについて
イギリスにおいては，現在，制度あるいは慣行として，予備的アナウ
ンス，アナリストとの会議，年次株主総会，中間報告書等における情報
の流れに代表される一連の情報提供サイクルが存在する。これ以外にも，
主要株主との非公式で私的な一対一の会議もこのサイクルに含めること
ができるが，質問票では，これらの情報提供サイクルに関する見解が問
われている。
「報告書」は次の4つの点を指摘している。
● 現行の情報提供ではタイムリーな情報を提供できていないという不
満が存在する。
● 現行の情報提供では将来の業績を保証する基礎を提供できないとい
う不満が存在する。
13)この調査の詳細については拙稿「前掲稿」を参照されたい。
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● 業績の予備的なアナウンスと正式な財務諸表の公表と間のタイムラ
グを短くすべきである。
● 今Bより一層頻繁な報告にはデメリットがあり，定期的な情報提供
は有用である。
(2)利用者間における入手可能な情報の相違について
この質問は，会社の経営者と事業情報の特定の利用者との間の私的で
非公式な会議に関する賛否を聞いたものである。前述したように，経営
者はアナリスト，機関株主・主要株主に対して私的な会議を設定する場
合が多いが，この会議が利用者間において（質的そして量的に）入手可
能な情報の相違を生みだしている。
調査は次の4点を指摘している。
● 一対一の会議がフェアでない便益を提供しているとの思いだけでな
く，現実に便益を供与していると一般的に考えられている。
● 一対一の会議が全体としての投資業界に便益を与え，継続するよう
に認められるべきであるという意見が多い。
● 一対一の会議の便益は，経営者のアカウンタビリティ，株主による
経営者の評価と経営者のフィードバック獲得のための双方が討議を
する場が設定できるがどうかに関連している。
● 企業機密が非常に重要であるとは認められなかった。
(3)情報の過剰について
今日提供されているアニュアルレポートに代表されるような情報提供
が，過剰な情報を提供しているかどうかについて意見を聞いたものであ
る。
調査は次の 4点を指摘している。
● 情報が過剰であるかどうかについては，投資業界の中でも意見が分
かれている。
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● 追加的な事業情報を歓迎する利用者は多いが，情報の過剰を問題視
する利用者もある。
● 情報の過剰を押さえる最も好ましい方法は，その利用者の情報要求
を明確にした上で，企業が提供する情報を制限する（フィルターを
かける）ことである。
● 要求に基づいた特定の情報が企業によって提供されるぺきであると
いう希望も存在する。
(4)信頼性について
調査では，利用者は提供される事業情報を何をもって信頼するのかと
いう質問がなされている。そこでは次の3点が指摘されている。
● 事業情報の信頼性に関して，部分的であるが，外部監査に低い順位
を与える意見があった。
● 信頼性のソースとして，経営者の主観的評価が重視されている。
● 外部監査は信頼の付与のために必要であるが十分でないと考えられ
ている。
(5)会社の業績のドライバーについて
会社の業績ドライバーは利用者グループについてのみ調査された，作
成者及び監査人には調査されなかった。ドライバーは企業の業績に大き
な影響を及ぼすと考えられる要因であり，先行研究から29のドライバー
が提示された14)0
調査では以下の 6点が指摘された。
● 会社の業績の包括的なドライバーとして経営者の質に重点が置かれ
14)先行研究としては以下のものがあげられる。 HollandJ., Corporate Communica-
tion with Institutional Shareholders: Private Dおclosuresand Financial Report-
ing, ICAS, 1997; Weetman P. and A. Beattie (eds.), Corporate Communications: 
Views of Institutional Investors and Lenders, ICAS, 1999 
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ている。
● 会社の業績のドライバーとして経営者の誠実性，競争に対する企業
の脆弱さ，目標を達成する企業の能力に重点が置かれている。
● 特殊要因として，経営者の質．戦略． リスクの各面が重要である。
● 経営者の誠実性は，特に投資アナリストにとっては他の利用者グル
ープほど重要でなかった。
● 会社の脆弱さは小株主にとっては他の利用者グループほど重要でな
かった。
● 経営者の経験は会社の債権者にとっては他の利用者グループより一
層重要であると判断された。
4 ビジネスレポーティングに関する提案
前章で示された調査結果に基づいて，「報告書」はビジネスレポーティン
グ実務の改革案を提供している 15)。なお，この改革案は長期的なものという
より中期的なものであり，ビジネスレポーティングの容易で望ましい状態
を記したものであり，この状態は情報作成者としての会社と保証提供者と
しての監査人の双方にとって大きな追加的コストの負担なく，財務報告期
待ギャップを減少させるように考案されたものである。
また，この状態が達成される方法（プロセス）についても検討が加えら
れている。確立された財務報告を大きく変更する場合，資本市場の不安定
化を招くことになり危険である。従って，最善の実務を性急に強制するよ
り，むしろ，まず任意の規定とし，短期的には作成者の経験に従い，長期
的には強制的な規制を行うことが適切であることを「報告書」は提案して
いる。
15) Vivien Beattie (ed.), op. cit., pp.67-69 
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提案 116)
会社のデータベースに基礎を置く電子的ライプラリタイプのリソー
スが外部の利害関係者によって利用可能となるべきである。
これによって，利害関係者の要求に基づいて希望する追加的情報を
提供することができる。
この提案が成功するためには，会社のデータベースを少なくとも部分的
に外部利用者にとって利用可能になるようなリソースに変更する必要があ
る。この場合，会社のデータベースは利用者が巨大なデータベースから特
定の情報を検索するライプラリとなる。
会社の情報提供においては，ライプラリの特定の領域（例えば，図 2の
4層：開示されない私的情報）はすべての外部利用者にとって見ることが
できないが，その他の部分 (3層：選択された私的開示）は特定の利用者
（アナリストや主要投資家）は利用可能となっている。また， 1及び2層
はすべての利用者にとって利用可能である。「報告書」は会社のライプラリ
を一層利用可能にするように，境界線を変更することを提案している。と
りわけ， 3層に含まれている情報の一部は 2層（任意の公的開示）あるい
は3層（強制的な公的開示）に移行すること，そして，規制をかけること
によって 4層にある情報を 2層に移動させることを提案している。このこ
とは，部分的に伝統を破ることになるし，財務会計と管理会計の間の関係
を曖昧にすることになる。注意しておかなければならないことは，「報告書」
はマネジメントが利用可能なすべての情報を外部的に利用可能にすること
を提案していない。例えば，マネジメントによる内部的検討から生み出さ
れる予算のような事柄にかんする情報は誤解を招きやすいからである。
「報告書」は，専門家でない利用者にとってはライプラリを直接に検索
16) Ibid., pp.68-69 
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するための技術，時間，興味について多様であり，すべての利用の均一化
を図ることより，むしろ，目的に一層適合したタイムリーな情報を入手可
能な前提条件を提供することが重要で，利用者がそれぞれ探っている技術
や時間そして興味に応じて，そのような情報を即座に入手可能であるよう
にすべきであると述べている。
提案217) 
既存の技術が情報を階層化し関連づけ，会社外のデータベースに直
接にリンクするように，そして，自由な検索のための支援を提供する
べきである。
これによって，多くの利用者が望んでいる追加的な情報を提供する
一方で，専門家でない利用者にとっで情報過剰を生み出すことになる
が，階層化そして関連づけを行うことによって利用者の検索が容易に
なる。また，利用者に自由に検索させることは，情報検索と選択プロ
セスを利用者が維持したいという希望を満たすことになる。
利用者が会社のデータベースにアクセスする際に最も適切なメカニズム
はインターネットの普及であり，利用者によってアクセスできる階層とア
クセスできない階層の区別を設けることは重要であるが，「報告書」は可能
な限り，利用者が希望する階層レベルまでアクセスを認めることが望まし
いとしている。
「報告書」は，このような階層化の概念を維持する際に，クロスレファ
レンスや検索を支援する「ホットキー」を利用して利用者が一層詳細に調
べることが可能であるようにすべきであると述べている。既に，一部の会
社でこのような動きがあることを指摘している。
17) Ibid., pp.69-70 
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また，特定の事業報告基準について一層多くのことを知りたい利用者は，
「ホットキー」を利用して当該基準の情報源とその説明資料があるデータ
ベース（例えば，競合企業，業界，経済的そして外部的ベンチマーク情報
のデータベース）のような会社のデータベース以外にも拡張されることが
可能となる。
また，洗練された検索ソフトの存在も不可欠である。
提案318) 
各株主グループのために標準化されたテンプレートに基づいたパッ
ケージ化された情報が提供されるべきである。
これによって，適切なテンプレートにアクセスすることを選択した
専門家でない利用者の要求を満たすことができるだけでなく，種々の
ステイクホルダーに適切な情報を提供できる。
多くの専門家でない利用者は既存のパッケージ化された情報に満足して
いるが，一面でそれは情報が過剰となっていると「報告書」は述べ，さら
に，生のデータが標準的なテンプレートにパッケージ化されることを主張
している。伝統的なアニュアルレポート等も主要なテンプレートであるが，
他のステイクホルダー，例えば，債権者，従業員，顧客のためにそれぞれ
の標準的なテンプレートが作成され，それには適切なベンチマークと共に
利用者に関係のある変数や比率が含まれている。また，これらのテンプレ
ートの様式はモニタリングによって定期的に更新される。
18) Ibid., pp.71-72 
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提案419) 
株主総会のライプ放送，一対一の会議の議事録の公開，オンライン
による質問が行なわれるべきである。
これによって，アクセスのアンフェアな側面を減少させ，アクセス
の拡張は「マネジメントの質」の主観的評価を容易にし，オンライン
の質問はコーポレートガバナンスの構造の質を高めることになる。
株主総会，アナリスト・主要株主との会議，一対一の会議の結果を知る
ことによって社会全体にメリットが生まれ，それらが制限・禁止されるべ
きでないことを多くの利害関係者が信じていることを「報告書」は指摘し，
これらの場合の私的開示の透明性を確保することが重要であることを主張
している。
もし，利用者がコーポレートガバナンスに積極的に関与しようとするな
ら，マネジメントに積極的に質問すべきである。また，利用者の信頼は会
社の業績の重要なドライバーであるマネジメントの質にアクセスする機会
が保証されているかどうかに関わっている。故に，アンフェアな状態を解
消するための変更を行う場合，マネジメントの質にアクセスする機会を提
供するような会議を継続する必要がある。
株主総会は記録としてライブラリに保存されるべきであり，利益のアナ
ウンス直後に行われるアナリストとの会議は有益な情報源であることが知
られているが，そのライブ放送が行われるべきである。一対一の会議につ
いても同様に記録ライブラリに閤かれることが提案されている。
19) Ibid., pp.72-74 
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提案520) 
外部からの要求がある場合，一層広範囲の情報へのアクセスが可能
であるべきである。特に， 3年から5年の間隔で選択された目論見書
タイプの情報が提供され，経営情報システムによって捕捉される一定
の非財務的情報（例えば，業績指標）が提供され，経営情報システム
によって捕捉されない一定の非財務的情報（例えば，知的資本，取締
役の経歴情報）も提供されるべきである。
これによって，将来の業績，将来の利益のドライバー，キャッシュ
フローその他の指標にアクセスする利用者の期待に応えることが可能
であり，「マネジメントの質」についての客観的評価を容易にすること
ができる。
前述したように，財務情報の利用者は会社の業績の特別のドライバーと
してマネジメントの質（例えば，マネジメントの忠実性， 目標達成能力や
経験），会社の戦略（例えば，買収，既存の活動，顧客及ぴ仕入先の独立性，
技術の変化の対応能力，為替相場と利子率の変化に対する脆弱さ）をあげ
ている。これらの多くのドライバーはソフトな，そして質的・客観的問題
に関連し，将来の問題に関連している。また，そのほとんどは非財務的性
格を有しているが，このタイプの情報は認識・測定そして開示が困難であ
るために会社のデータベースでは一般に開示されていない。しかし，利用
者から要望があるのであれば，ある程度この程度を開示するための実際的
方法が見いだされる必要がある。
株式の発行やテイクオーバーの場合に目論見書等の将来的情報を含む書
類を発行していることや，企業機密の守秘のために情報の伝達が回避され
てきたことに注目し， 3年から 5年のインターバルで，企業機密となって
20) Ibid., pp.75-78 
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いる情報が公的に開示されるべきであると「報告書」は主張している。こ
れには，例えば，重要な新製品や新規の事業活動，会社が特許や契約に依
存している度合い，主要な将来の投資，生産，販売，在庫，注文，コスト
及び販売価格に関する最近の重要な傾向，当期の財務予想と取引の予想に
関する情報が含まれる。
「報告書」はさらにアニュアルレポートの中の「営業及び財務活動の検
討 (Operatingand Financial Review: OFR)」の部分が重要なメッセー
ジであること，企業戦略の開示やリスク情報の開示は限定されていること
に注目し，OFRの中に会社の業績に関連する将来的な情報を提供するよう
に規定されるべきであることを指摘している。
また，「報告書」は，一層詳細な企業機密も開示されることを示唆してい
る。それはマネジメントの質の問題となる取締役個人の資格と経験等で，
取締役についての最近の事柄（訴訟，破産との関わり，精算状態の会社と
の関わり）も含まれ，取締役がその任務を果たしているかどうかを判断す
るための重要な情報である。
さらに，「報告書」はリスクに関する追加的な情報の提供を主張している。
たとえば， リスクを計量化することを前提にして，以下のような情報は重
要であるとしている。まず，市場及び市場における会社の地位についての
情報は他のソースからも入手できるので，それ自体，開示によって競争上
の不利を生むとは考えられないので，会社はそのウエプサイトでそのよう
な情報を提供するか， リンクをはるかいずれかを選択すべきとしている。
この他に，主要な仕入先と顧客に関する情報，マクロ経済指標（為替レー
ト，利子率等）の変化が会社に及ぽす影響，環境コスト情報等があげられ
ている。
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提案621) 
規則的で，定期的な報告が維持され，報告の頻度を増すことが望ま
れる。
これによって，タイムリーな情報の提供に関する不満を解消するこ
とが可能となり，規則的で定期的な情報の流れのメリットを維持する
ことが可能となる。
前述したように，調査ではタイムリーな情報の提供がなされていないと
いうことが指摘されていたが，定期的な見直しを奨励している今日の構造
化された情報の提供をすべての利害関係者が評価していた。「報告書」は，
タイムリーな情報の提供が，頻繁な更新のためのコストとその難しさ，経
営者の注意喚起，その変化している情報を利用する利害関係者の能力との
バランスをとるべきであることを指摘している。また，「報告書」は， リア
ルタイムの報告システムを提案するものではないが，会社に大きな影響を
及ぽす事象は早急に開示されるべきであるとしている。
提案722) 
計算書類それ自体の保証から，その作成プロセスの保証に向けたシ
フトが存在し，複数のレベルと形式にかんする保証が考案されるべき
である。
これによって，資格を持った独立した第三者によって証明が提供さ
れることを前提に，情報の信頼性の確信を得る必要性に注意が向けら
れることになり，情報の適合性に関する保証も提供することが可能で
ある。
21) Ibid., pp.78-79 
22) Ibid., pp.79-80 
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「報告書」は，調査において明らかになったように非公式の証明も必要
であることを強調しているが，その大半は外部監査に信頼を置いている。
情報利用者が会社のライプラリを利用する場合，証明者がプロセスを証明
している程度，例えば，データベースやそのコントロール内容を考慮する
必要がある。計算書類は主観的判断に基づいて作成されているのでその証
明は必要であるが，情報の性質に依存して会社のライプラリの内容を証明
する必要があり，計量的，歴史的な財務情報及び歴史的な非財務情報は現
行の監査と同様の証明が必要であり，計量化された将来情報は証明の基礎
となっている仮定の合理性を証明する必要がある。
また，現在の会計専門職はすべての主観的な事業情報を証明する専門的
能力を有していないので，会計専門職以外の専門職がこれらの領城の証明
を担当すべきである。近年の大手の会計事務所におけるように，会計以外
の種々の専門職を採用し多くの専門領域で作業を行うという傾向は加速す
るであろう。
5 むすぴ—事業報告の青写真
「報告書」は上場企業のビジネスレポーティングについて図3のような
青写真を提示しているが，その内容は前章の提案がそのベースとなってい
る23)。以下では「報告書」に従って簡単にその要点を説明しておこう。
会社が提供する情報は，既存の経営情報システムによって捕捉されてい
る情報以外に，それによって今日捕捉されていない将来的／非財務的情報
や各種会議（私的な会議を含む）の情報等を含むように大きく拡大されて
いる。これらの情報の提供は電子ライプラリとして提供される。この電子
ライプラリの提供によって利用者は自由に外部からのアクセスが可能とな
り，提供者にとっては定期的な更新が可能となる。また，そのライプラリ
23) Ibid., pp.84-86 
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図3 ビジネスレポーティングの青写真
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サプセット
経営情報システムに
よって今日補足され
ない将来的、非財務
的でソフトな情報：
業績、リスク、無形
資産等に関連
会社会議：
株主総会の記録；
一対一の会議の
議事録
公的に利用可能で、定期的に更新され、
保証「タグ」を組み込んでいる会社情報の
電子ライプラリ
???
?
??
保証者：
システム及び結果の信頼性そ
して／あるいは目的適合性を
もった独立した検証（複数の
レペル）
株主 貸主 従業員 仕入先 債権者 社会 環境
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三
記号表：亡コ＝情報セット
＜二)=活動
→ ＝情報フロー
---- =直接リンク（インターネットによる）
（引JI]: Vivien Beattie (ed.), Business Reporting: Tl、eInevitable Change? 
ICAS, 199. p. 85より）
は外部のデータベースとリンクしており，利用者は関連情報（例えば，会
社が属する産業に関する情報を提供するウエプサイトの情報）を入手する
ためにこのリンクを利用することができる。
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更に，このライプラリには保証のタグが組み込まれているが，「報告書」
が指摘したように，従来の監査にこだわるものではなく，その目的にかな
った保証であることが重要である。また，利用者はそのデータを自由に検
索することができ，その検索が困難であると考えられる専門家でない利用
者には，その利用者に適合した（と考えられる）テンプレートによっで情
報が提供される。さらに，その利用者はライプラリを検索することによっ
て意志決定を行うことになるが，その情報が不足する場合や一層詳細な情
報を必要とする場合，必要に応じて情報作成者としての会社にオンライン
による質問を行うことが可能である。
特に，今日のイギリスの財務報告に代表される情報提供者としての会社
とその利用者とのコミュニケーションプロセスを示している図 1と対比す
ることは重要である。以下では私見を交えながら，その相違やメリットを
指摘しておこう。
まず，図 1では財務及び営業情報のデータベースと戦略的な経営知識の
うちの一部が会社の経営者によって選択されて開示されているが，図 3で
は会社のすぺてのデータはライプラリとして原則としてすぺての外部利用
者にとって利用可能である。なお，経営情報システムによって今日では捕
捉されていない将来的・非財務的情報や会議情報（株主総会や一対一の非
公式な会議を含む）もライプラリとしてデータに含まれる。これによって
利用者はオンディマンドで追加的な情報要求を満たすことができる。
今日（図 1)では，情報利用者はある一定の画ー的な情報（例えば，ア
ニュアルレポート）を受け取るのみであるが，図3でも同様に，情報の階
層化の技術開発，例えば，前述したテンプレートの活用等によって，専門
家でない利用者は一定の書式に基づいた画ー的な情報も入手可能である。
ライプラリの情報量が多いため，入手する情報が過剰となりがちであると
いう問題は，このテンプレートの利用等によって回避することができる。
また，今日では利用者によっで情報内容はほとんど異なっていないが，図
3では，利用者によって要求される情報が異なる場合にもその要求に適合
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するパッケージが提供されることになる。逆に，会社以外のデータベース
にリンクを張ることは，利用者にとって一層多くの関連する情報を入手す
ることができる機会を付与することになるであろう。また，自由な検索は
一層利用者の要求をかなえることが可能となる。
株主総会や種々の会議の結果をライプラリ上に置くことによって，特定
の利用者への不公平な優先を回避することが可能となり，経営者の質を評
価するための基礎となっている株主総会を維持継続することが可能とな
る。また，経営者に対するオンラインでの質問は一層多くの情報を得るた
めの対話を可能にする。
ライプラリでは追加的な将来的，非財務的でソフトな情報が提供される
ことになっているが，戦略とリスクに関する規則的で将来的な予測情報，
そして将来的利益とキャッシュフローを産み出す要因に関する情報を提供
することによって，会社の将来の業績を評価する利用者の能力は高められ
ると考えられる。ライプラリの規則的で定期的な報告を維持する一方で，
その更新の頻度とスピードを増すことによって，一層タイムリーな情報が
提供されることなる。
また，会社のデータベースに対する利用者のアクセスをオープンにする
ことによって，結果として作成されたアニュアルレポート等ではなくその
作成プロセスの保証をすることに重点は移行することになる。利用可能な
種類の情報拡大は情報の信頼性と目的適合性を満たす保証レベルがそれぞ
れ異なる可能性を含んでいるということができるだろう。
以上，今後のビジネスレポーティングに関してはインターネットを経由
して行われることには疑う余地はないだろう。その意味で，インターネッ
トを利用しで情報利用者及び作成者に対する調査に基づいてその青写真を
提供したICASの試みは高く評価できるであろう。ただ，今後，情報技術
の発展に伴って，ビジネスレポーティングに関しては将来情報，非財務的
情報の提供等，伝統的な財務報告が提供できなかった情報の提供が更に
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質・量共に要求されてくると思われる。その意味で利用者の設定，当該利
用者に伝達される情報の内容，そして，それに基づいた情報伝達の問題，
伝達手段，伝達様式が更に詳細に検討される必要があろう。また，このよ
うな流れが速くなればなるほど，伝達される情報の信頼性の問題は更に大
きな問題としてクローズアップされることになるであろう。
